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西東京市柳沢住宅にみる旧工場従業員住宅地の変遷と周辺地域への影響
はじめに
東京西郊における都市化に関する研究は，これ
までにさまざまな分野からの研究や報告が数多く
存在する．特に，初期の，別荘地あるいは郊外高
級住宅地としての開発の系譜は，西山（1989）な
ど建築学分野，また金子（2000）など各地の郷土
史を中心として多くの学問分野からの研究がなさ
れており，かなり明らかにされているといえる．
1930年代以降の郊外への工場移転についても，斎
藤（1995）など，各地の郷土史を中心に一通りの
報告がなされており，その過程はおおむね明らか
にされているといえよう．また，工場を経営して
いた企業各社の社史からも当時の状況を窺い知る
ことができる．
ところで， こうした工場や軍施設に付帯する住
宅や施設については，地域によっては当時の住宅
ストックの大半を占める程の存在であるにもかか
わらず，その建設経緯や戦後の推移を追った研究
の事例は少なく，各地の町内会などが編集した郷
土史や， 一部の自治体の市史などで個別の事例を
知ることができるのみである それでも，都市計
画学の分野では，計画的に造り出された大規模な
住宅地として近年注目されている．佐藤（1989)
は，住宅営団が戦中・終戦直後の時期に建設した
住宅地の中から，埼玉県蕨市稲穂作住宅（現在の
通称は三和町地区），東京都旧大和村南街住宅，新
宿区百人町住宅を取り上げ戦後の動向を追って
考察している．この中で佐藤は，こうした住宅地
は，個性や多様性より効率，戦時下における安全
性を重視し，「住宅も住宅地の空間も，画一的で面
白味の無いもの」（佐藤， 1989,p.121）であった
が，戦後に開発された「周辺の住宅地と比べてみ
ると，公園や街路などの基盤施設の整備水準は高
く，ゆったりとして優れた住環境をつくりあげて
いる」（佐藤， 1989,p.121）と評価している．そ
して， こうした計画の理念が戦後の公営住宅団地
計画にも引き継がれていること，戦後住宅の払い
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下げを受けた居住者による主体的なまちっくりの
試みが，「それぞれの都市におけるまちっくりにか
かわる住民運動の先駆的な事例として…（中略）
…行政に少なからぬ影響を与えるとともに，住宅
市街地の発展の核となっていった」（佐藤， 1989,
p.125）ことを指摘している．また，このうち南街
住宅においては， 1950年代後半の隣接地への都営
住宅建設による人口の増加が既存商店の規模拡大
や新規出店を促し， 1960年代後半から急速に商店
街イじが進んだと述べている．
地理学の分野では水内（1996, 1998）が，この
時期の工場の進出による地域の変容について，富
山県での港湾整備とそれに伴なう工業化，土地区
画整理，耕地整理による都市化，和歌山市での住
友金属工業の進出と従業員住宅の建設，県主導に
よる強権的区画整理事業にそれぞれ焦点、をあてて
考察している．この中では，一般論として，当時
の新興工業都市における戦時中の工場施設や都市
インフラストラクチュアのストックカえ単財麦「当
該市の地域の基盤産業として都市発展を牽引し
た」（水内， 1998,p. 39）とし，ローカルな要因を
検討する意味から，それぞれの都市での産業誘致
や住宅，道路などの社会資本の整備の経緯をかな
り詳細に明らかにしている．住宅地については，
和歌山市の事例で，「比較的低水準な街路整備で
あったのにもかかわらず，戦後の周辺の住宅地開
発の街路整備水準はこの戦時中の水準に達しな
かった」（水内， 1998,p. 36），また戦時中の区画
整理事業では，広い道路を備えた質の高い街区が
作られており，こうした地区が現在では「スプロー
ル的乱開発の海原の 『孤島』のような」（水内，
1998, p. 36）様相を呈していると述べ，戦後期に，
戦時中のような強権力が存在しない中では，良好
な住宅地を生み出せなかったことを指摘してい
る．しかし，戦時中の社会資本の蓄積が，戦後そ
の周辺にどのような効果を与えたかについては，
戦後の企業城下町としての発達や，当時建設され
た道路網が高度経済成長期に活用されたことなど
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に言及しているものの，住宅ストックの効果など
については未だ明らかとなっていない点が多い．
山鹿（1957）乱戦前の同潤会から住宅営団，
戦後の公営・公団住宅に至る住宅団地の建設の展
開と住宅団地が都市化に与える影響について考察
しており，いずれも簡単な記述に留まるが，戦中
期の住宅団地建設について述べた数少ない例の一
つである．この中で山鹿（1957, p.59）は，郊外
に建設された住宅団地にその当時みられた傾向と
して，周辺地域において「商店および公共施設の
増加」，「交通その他の便宜の発達」（パス路線，ガ
ス・水道など），「｛固人住宅の建設を促進」するな
どの影響がみられることを指摘し，「集団住宅が住
宅地発展の先駆や核としての役割を果たしてい
るJ としている．府中市貫井前都営住宅（1952年
建設）での買い回り先調査や当時の商店街の状況
報告，旧大和町南街住宅での勤務先調査などは貴
重な研究といえるが，少ない例からの推論であり，
影響が充分明らかにされているとはいえない．
そこで，本稿では，これまで取り上げられるこ
とが少なかった，戦時中，軍需工場の従業員のた
めに都市近郊や郊外に建設された工場従業員住宅
地について，建設から現在に至るまでの推移を明
らかにし，特に戦後期に周辺の地域の都市化に与
えた効果，影響を考察することとする．これらの
住宅地は，役割，性格を時代と共に変えながら，
その多くは現在も住宅地として残っており，いわ
ば当該地域の都市化の先駆けと位置付けられるも
のである．
研究対象地域は東京都西東京市の旧中島飛行機
柳沢住宅（以下柳沢住宅と略す）とその周辺であ
る 東京近郊において特に軍需工場・工場従業員
住宅団地の建設が多く見られた地域としては，川
崎市の内陸部や武蔵野市周辺，立川飛行場周辺，
船橋市周辺などがあるが，柳沢住宅を特に取り上
げる理由は以下のとおりである．まず，市内には，
旧中島飛行機武蔵製作所や関連企業の従業員のた
めの住宅団地が約 1,500戸建設されており，この
他武蔵野市や練馬区に建設されたものを含める
と，工場の半径約3km程度の周辺地域に，推定約
2,000戸という，当時としてはかなり大量の住宅
が存在したこのため，立地条件の似た団地との
比較を行なう事ができ，また最終的には同一企業
の所有であったため，運用や戦後の払い下げの経
過などに共通点が多く，他団地の事例からの推測
を行ないやすいと考えられるためである．また，
旧田無町の場合， 1945年の総戸数2,038戸に対し
社宅の戸数が約800戸を占める（田無市史編さん
委員会， 1994c）など，狭い地域に大量の住宅が建
設されているため，地域に与えた影響を判定しや
すいのではないかと考えられるためである．自治
会会報，郷土史などの資料が柳沢住宅では他団地
に比べ豊富で、あることも，研究対象地域に選んだ
理由である．
I 東京西郊の都市化の進展
東京（江戸）の郊外地域は，既に江戸時代から，
江戸を中心とした経済圏に組み込まれてはいた
が，食料や薪炭などの供給地，都市居住者の別荘
地あるいは行楽地といった位置付けであり，実際
の土地利用が都市的なものに変化してくるのは大
正末期からである．このうち，戦前期に東京郊外
に建設された住宅地は，その性格及び、時期により，
二つの類型に大まかに分けられると考えられる
（金子， 2000；山口， 1997）.一つは，大正期から
昭和 10年ごろまでの時期を中心に，都心に勤め
る人々のために，郊外の良好な環境を売り物とし
て建設された住宅地であり，もう一つは，昭和の
初め頃から戦中期にかけて，工場や軍施設が郊外
へ流出した動きに伴ない，そこで働く人々のため
に施設周辺に建設された住宅地である．
東京の西郊にあたる多摩地方においても，開発
は，まず前者の別荘地，住宅地としての利用から
始まった開発地域は大正期には現在の東京都
区部の範囲程度までであったが，関東大震災後に
は小平学園都市（1925年分譲開始），国立学園都市
(1927年分譲開始）なと、遠郊へと広がったこうし
た開発をもたらしたものは 震災前においては当
時の土地投機ブームや，中層階級の住環境向上志
向，震災後においては，住宅不足や学校の郊外移
転の動きに目をつけた不動産業者や鉄道会社によ
る宅地開発などが挙げられている（金子， 2000,
p. 60）.しかし，震災後の好況は長くは続かず，昭
和恐慌～世界恐慌の不況期に突入してからは， こ
れらの分譲住宅地の売れ行きは順調ではなかった
という
こうした住宅開発の一方で，工場や飛行場など
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の施設の郊外進出も平行して進んだ．多摩地方で
は， 1922年の立川飛行場の開設もあって， 1930年
代以降航空機や精密機械工業関連の工場の移転，
新設が相次いだまとまった土地の確保が容易
だったことや，都心への交通の便が良いことが，
工場建設地の選択理由として挙げられている（昭
和飛行機株式会社， 1977；富士重工業株式会社社
史編纂室， 1984）.さらに太平洋戦争の激化につれ
て多くの軍関連施設も立地するようになり，また
生産力の拡大が推進され，各工場の拡張・新設や
下請工場の集積もあって，工業地域化が急速に進
んだ
こうした工業の集積は，当然そこで働く従業員
の増加をもたらした．戦前から戦後を通じた，三
多摩各市（行政区分は現在のもの）の人口増減率
の推移（表省略）をみると， 1935（昭和 10）年か
ら1945（昭和20）年にかけて，立川・武蔵野・三
鷹・昭島・田無など，工場や施設の多く立地した
地域で高い増加率を示している. 1940年から
1945年の増加率には，疎開者や戦後の復員・引き
揚げの影響も含まれてくるが，それを差し引いて
も工場従業員の増加が大きかったことがうかがえ
よう．
しかし，戦前・戦中期の人口増加においては，
当初は，工場や施設が増加しているにも関わらず，
住宅の供給が追いつかなかったため，住宅の不足
や過密居住，家賃の高騰，交通機関の通勤混雑な
どが深刻化した住宅の建設が進まなかった理由
には，「建築費の騰貴，資材，労力の不足，その他
諸般の事情」（住宅営団， 1941）が挙げられている．
住宅不足は東京近郊に限らず全国的に深刻な問題
となり，過密居住による伝染病の蔓延や労働効率
の低下は，国策として生産力の拡充を進める政府
としても看過できない問題となった これが，
1941 （昭和 16）年の住宅営団I）の設立へとつなが
り，全国各地の工業都市周辺に勤労者向けの住宅
団地が大量に建設され始める．
多摩地方に戦時期に建設された工場従業員住宅
のうち， 1947年米軍撮影の空中写真，各種文献資
料，現地調査により，位置や規模を把握できたも
のを第1表及び第1図に示した．空中写真による
判読を基としているため，武蔵野・立川・八王子
など戦前から市街化が進んでいた地域では，小規
模な住宅地は周囲と判別がしづらく，いくつか見
落としがある可能性もあるが，ほぼ網羅すること
ができたと思われる．
多摩地方においても，当初は住宅営団の前身に
あたる同潤会， 1941年以降は住宅営団によって，
1940 （昭和 15）年以降，各所に勤労者のための住
宅団地が建設されたこの他に，各企業や施設の
直営・委託，市町村，民間の開発業者によっても，
寮や住宅団地が数多く建設されている（詳細は後
述） また，これに平行して，地主主導の土地区画
整理・耕地整理による住宅地の整備も，戦前・戦
中期を通して行なわれている 例えば，立川駅南
側地域の耕地整理は， 1928（昭和 3）年から 1943
（昭和 18）年にかけて耕地整理組合によって行な
われており，整った街区が整備されている（金子，
2000, p. 71）.こうした住宅や，それに付随して建
設された公共施設などが，この時期の郊外地域の
工業イじを支えたのである．
終戦により軍需工場や軍関連施設はその機能を
停止したが，住宅や公共施設といったこれらの社
会資本は残り，それ以前に開発されていた郊外住
宅地とともに，工場の民間への転換や周辺の住宅
開発，近隣商店街の繁栄を支えたと考えられる．
戦後初期の東京西郊では 青梅・八王子（繊維
工業）や相模原・立川（米軍）の様な有力産業や
施設の立地がみられた都市以外は，農業や地場産
業による既存の経済基盤が衰退し，代わって都心
のベッドタウンとしての機能が強まる一方で、あっ
た（金子， 2000,p. 86）.戦時中に疎開や戦災で減
少した東京都の人口は， 1945年冬以降，引き揚げ
や復員，帰宅によって急増を始め，戦時中からの
住宅不足はますます深刻化し，人口は郊外へと溢
れ出した.1946年1月から 1947年3月までは，東
京23区内への転入が制限されており（東京百年
史編集委員会， 1979,pp. 1317-1319），このことも
人口の郊外への定着を促した郊外地域への手当
たり次第の公営住宅の大量建設もあり，多摩地方
でも軍需産業崩壊による影響をしのいで人口の増
加が続いている．
1955年には日本住宅公団が設立され，大規模な
住宅団地の建設を各地で始めたほか，民間企業も
こそやって住宅地開発を行なった．国では市街地の
無秩序な拡大を防ぐベく， 1956年の首都圏整備法
で区部の外縁地域へのグリーンベルトの設置を計
画したが，開発を求める地方自治体の反発や，グ
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第1表 多摩地域において第2次世界大戦中に建設された工場従業員住宅団地
完成時の建設組織計画判読住戸形式 所在地 現況 備考
戸数戸数
資料出典
住宅営団
住宅営団
住宅営団
住宅営団
同潤会（1941)
住宅営団経営局経営課（1943)
住宅営団経営局経営課（1943)
住宅営団経営局経営課（1943)
1940年度予算用地取得（同潤会）
国鉄吉祥寺北町宿舎→JR
銭湯有
中島飛行機社宅銭湯有
不明（建設せずつ）
社宅
分譲・都営
分譲
同潤会（1941)1939年度予算用地取得（同潤会） 銭湯有分譲
中島飛行機三鷹研究所社宅銭湯有東野史編さん委員会（1991)
住宅営団経営局経営課（1943)
住宅営団経営局経営課（1943)
郷土史「保谷」発行会（1972)
郷土史「保谷」発行会（1972)
郷土史「保谷」発行会（1972)
同上 郷土史「保谷」発行会（1972)
中島飛行機社宅浴場併設 郷土史r保谷」発行会（1972)
同上 郷土史「保谷」発行会（1972)
中島飛行機社宅現在公団新柳沢住郷土史r保谷」発行会（1972)
宅敷地
中島飛行機社宅現在都営柳沢二丁郷土史r保谷J発行会（1972)
目団地敷地
中島飛行機社宅
分譲
被災
?????
被災
郷土史「保谷」発行会（1972)
郷土史「保谷」発行会（1972)
郷土史「保谷J発行会（1972)
郷土史「保谷」発行会（1972)
中島飛行機社宅
中島飛行機社宅
中島飛行機社宅
分譲
分譲
不明（曙の一部つ）
（位置未確認）
中島飛行機社宅
中島飛行機社宅浴場併設
中島飛行機社宅
戦後建築
中島飛行機社宅銭湯有
被災
被災・分譲
分譲
被災
北多摩郡武蔵野町関前字千川堀附477
北多摩郡武蔵野町（吉祥寺駅北方）
北多摩郡武蔵野町（三鷹台駅北方）
北多摩郡武蔵野町（小金井公園東側）
北多摩郡三鷹町（井の頭公園南側）
北多摩郡三鷹町（三鷹駅南方）
北多摩郡三股町上連雀字山中南82
北多摩郡三鷹町（武蔵境駅南東方）
北多摩郡三鷹町（武蔵境駅南方）
北多摩郡三鷹町（武蔵境駅南東方）
北多摩郡三鷹町
北多摩郡三鷹町
北多摩郡保谷村（保谷駅西方）
北多摩郡保谷村（東伏見駅北方）
北多摩郡保谷村上保谷206
（東伏見駅南方）
北多摩郡保谷村（向上）
北多摩郡保谷村（東伏見駅南方）
北多摩郡保谷村（向上）
北多摩郡保谷村上保谷35
（西武柳沢駅南方）
北多摩郡保谷村上保谷21
（西武柳沢駅南方）
北多摩郡保谷村上保谷188
（東伏見駅南西方）
北多摩郡保谷村（西武柳沢駅北東方）
北多摩郡保谷村（西武柳沢駅北方）
北多摩郡保谷村（西武柳沢駅南方）
北多摩郡保谷町
北多摩郡田無町（田無駅南東方）
60? 
戸建・二戸建
38 
65 
戸建
102 
280 
180 
20 
90 
215 
278 住宅営団
戸建 ・二戸建
二戸建 ・四戸建
362 
? ?
????
?
? ?? ??
? ?
住宅営団
住宅営団
住宅営団
住宅営団
仙川堀付
吉祥寺野田町南
吉祥寺三鷹台
武蔵境上水北
（狐久保）
（北浦）
1942 三鷹（山中）
（山中西）
東野
曙
三鷹上連雀第二
三鷹台駅前
保谷中島住宅
下柳沢
坂上
害1図着工完成団地名称
番号年 年
?????
10 
11 
12 1940' 
70 
??????
19棟
坂上独身寮
下野谷
下野谷独身寮
新田第二
女子寮
13 
14 
15 
ー
???
90 戸建
56 戸建
30棟
210 
69 
101 
新田第二寮
桶久保
立野
中島社員住宅
（柳橋）
1941 柳沢
16 
17 1942 
18 1941 
19 
回無市史編さん委員会編
(1994c) 
同潤会（1941)
分譲戸建191 中島飛行機20 
住宅営団経営局経営課（1943)
住宅営団経営局経営課（1943)
住宅営団経営局経営課（1943)
田無市史編さん委員会編
(1994c) 
同潤会（1941)
1940年度予算用地取得（同潤会）
1940年度予算用地取得（同潤会）パネル式 同潤会（1941)
組立住宅試験採用（186戸） 中島飛行機社宅
向上
向上
向上
中島飛行機社宅銭湯有
分譲
分譲
分譲
分譲
分譲
分譲
北多摩郡田無町字谷戸2825
（つつじが丘駅南方）
北多摩郡回無町字北原2757
（回無駅北東方）
北多摩郡田無町字北原（向上）
北多摩郡田無町字北原（向上）
北多摩郡田無町字北原（向上）
北多摩郡田無町（田無駅北西方）
226 戸建・六戸建
69 
114 
132 
46 
住宅営団
住宅営団
住宅営団
住宅営団
住宅営団
回無谷戸
回無北原第一
回無北原第二
田無北原第三
上宿
1942 回無北原
21 
22 
88 戸建三戸建23 
1939年度予算用地取得（同i問会）
日本針布社宅
社宅は現在三菱信託所有銭湯有
1940年度予算用地取得（同i間会）
北多摩郡田無町字下宿464-1
（田無駅南西方）
北多摩郡調布町（つつじが丘駅北西方）
北多摩郡調布町（国領駅北西方） 分譲・社宅
北多摩郡調布町上布団天神前354他
（調布駅北方）
北多摩郡調布町（国領駅南東方）
北多摩郡調布町（向上）
分譲二戸建
戸建・二戸建
戸建 ・三戸建
二戸建
。??
??
?????
178 住宅営団回無（下宿）
日本針布向台
調布八雲台（国領北裏）
調布上布団（天神前）
24 
??
??
??
??
?
住宅営団経営局経営課（1943)
同潤会（1941)
??? ? 〈
50 
212 
住宅営団
住宅営団
東京重機社宅
東京重機寮
古橋（2000)
古橋（2000)
同潤会（1941)
社宅→都営住宅浴場併設
社員寮→三菱化成社宅・京王帝都社宅・
引揚者住宅戦災者越冬住宅→再開発
（都営住宅・市立六中 ・ジュー キ寮）
1940年度予算用地取得（同潤会）
再開発
再開発
北多摩郡調布町（調布駅北西方） 分譲
北多摩郡狛江村大字和泉字松原西
993（狛江駅北方）
54 
14棟
79 三戸建・四戸建
48 二戸建
住宅営団
住宅営団
1941 下石原
狛江
28 
29 
30 
（第1表続き）
第中番1号図着年工 完年成 団地名称 完成時の建設；組織 計戸数画 判戸読数 住戸形式 所在地 現況 備考 資料出典
31 国分寺多喜窪 住宅営団 100 276 二戸建 北多摩郡国分寺町（西国分寺駅南方） 分譲 ・再開発 国日分本寺製史鋼跡所通社宅り住→宅一）部再開発（公団 住題日宅部本営会建団築（19経学9営0会）局関経東営支課部（住194宅3）間， 
32 小平御上水南（南口） 住宅営団 100 119 戸建 ・二戸建 北多摩郡小平町（喜平橋南方） 分譲 住宅営団経営局経営課（1943)
33 小平桜堤 住宅営団 110 148戸建 ・二戸建 北多摩郡小平町（喜平橋南西方） 分譲 銭湯有 住宅営団経営局経営課（1943)
（小平桜上水） 住宅営団 500 北多摩郡小平町 不明（小平桜堤？） 注）
34 （中宿） 211 戸建 北多摩郡小平町（小川駅北方） 分譲 他に寮5棟あり 銭湯有 注）
35 南街 住宅営団 216 戸建・二戸建四戸建北多摩郡大和村（東大和市駅北方） 国へ物納→分譲 東京瓦斯電気工業社宅浴場併設 佐藤（1989），金子（2000)
（吉野南） 71 北多摩郡調布町 分譲 都営→分譲
36 （新宿） 223？っ 北多摩郡府中町（東京農工大東方） 社宅・都営 営日住本製宅鋼所銭社湯宅有 東芝社宅→一部都
37 （馬場先） 169？戸建・四戸建 北多摩郡府中町（東京農工大南方） 分譲
38 （富士見町） llS 二戸建 北多摩郡府中町（府中刑務所南側） 公務員住宅 府中刑務所職員住宅
38 東府中駅前 住宅営団 162 224 二戸建 北多摩郡府中町（東府中駅南方） 分譲 住宅営団経営局経営課（1943)
39 （分倍河原（屋敷分）） 97? 戸建・二戸建 北多摩郡府中町（分倍河原駅南方））
40 （立東） 140? 四戸建 北多摩郡国立町（立川駅東方） 分譲
1938 1939 （立川町営宿舎） 立川町 2棟 北多摩郡立川町字中ノ原2455 （位置未確認） 山本（1969)
1938 1939 （立川町営宿舎） 立川町 2棟 北多摩郡立川町字下新田3666 （位置未確認） 山本（1969)
立川錦町共同 住宅営団 30 北多摩郡立川町 （位置未確認） 住宅営団経営局経営課（1943)
41 立川羽衣町 住宅営団 40 北多摩郡立川町（西国立駅東方） 分譲 銭湯有 住宅営団経営局経営課（1943)
立川羽衣町第二 住宅営団 32 北多摩郡立川町（同上） 分譲 向上 住宅営団経営局経営課（1943)
（羽衣町一丁目） 38? 戸建 北多摩郡立川町（向上） 分譲 向上
（羽衣町二丁目） 413? 戸建・二戸建・四戸建 北多摩郡立川町（同上） 分譲 向上
ι仏心コ 42 （曙） 300，フ四戸建 北多摩郡立川町（立川駅北東方） 分譲 銭湯有
立川高松町 住宅営団 138 北多摩郡立川町（同上） 不明（曙の一部？） 住宅営団経営局経営課（1943)
43 （東栄） 98? 二戸建 ・四戸建 北多摩郡立川町（立川駅北東方） 分譲
44 （南部） 223? 戸建 北多摩郡立川町（立川駅北東方） 分譲
45 文化村 44? 北多摩郡昭和町（西立川駅南方） 分譲 昭島市史編さん委員会（1978)
46 1939 1941八清 八日市屋清太郎 830 二戸建 北多摩郡昭和町（東中神駅南方） 住昭和宅営町→団分買譲上げ→ 寮陸軍あ航り空（男工女廠）従業映員函住館宅，浴（民場有な）ど他併設に 金（1子95~5000），昭島市郷土研究会
47 金鶏 132 北多摩郡昭和町（東中神駅西方） 分譲 昭島市史編さん委員会（1978)
48 昭和町中神 住宅営団 200 179? 戸建 ・二戸建 北多摩郡昭和町（中神駅南方） 分譲 住宅営団経営局経営課（1943)
49 1943 昭和上の原 住宅営団 250 211? 二戸建 北多摩郡昭和町（昭島駅南東方） 分譲 昭和飛行機工業社宅として売却銭湯有 住宅営団経営局経営課（1943)
昭和上の原 住宅営団 102 二戸建 北多摩郡昭和町（向上） 分譲 向上 住宅営団経営局経営課（1943)
昭和上の原第二 住宅営団 88 二戸建 北多摩郡昭和町（向上） 分譲 同上 住宅営団経営局経営課（1943)
50 （堀向宿舎） 昭和飛行機工業 共同 北多摩郡拝島村（拝島駅東方） 分譲 2000人収容 1948年失火焼失 昭和飛行機株式会社（1977)
51 1940 1943 堀向 昭和飛行機工業予 311 北多摩郡拝島村（拝島駅東方）
社林宅（防・衛借施家設→庁国）有 場昭わ岡れ併和団た設地飛まへ行ち基集機J地団，工騒移2業4音転9社戸の宅3た「1昭め1社戸和19営飛67『簡基行年易地機に水騒4市0道音年営東史に浴失J ノ 来昭和（1飛97行9)機株式会社（1977)津
52 万願荘 150 105? 戸建 南多摩郡日野町（日野橋南詰） 分譲 東京自動車工業社宅（分譲） 日野市史編さん委員会（1982)
53 上屋敷 400 36? 戸建 南多摩郡日野町（日野駅北西方） 東京自動車工業社宅（賃貸） 日野市史編さん委員会（1982)
54 第二日野台 219 二戸建 南多摩郡日野町（日野台北部） 分譲
55 第一日野台 460 二戸建 南多摩郡日野町（日野台西部） 分譲
56 豊田 100 132？二戸建 南多摩郡日野町（豊田駅東方） 東京自動車工業社宅（賃貸） 日野市史編さん委員会（1982)
57 日野町豊田 住宅営団 26 44？戸建 南多摩郡日野町（豊田駅南方） 分譲 住宅営団経営局経営課（1943)
58 新原町田 住宅営団 50 南多摩郡町田町（町田駅北方） 銭湯有 住宅営団経営局経営課（1943)
新原町田第二 住宅営団 68 南多摩郡町田町（同上） 向上 住宅営団経営局経営課（1943)
注） 小平市都市計画マスタープラン（http://www.口ty.kod白血tokyo.jp/materiaVtosimash回），2001年1月）
資料の無いものは，空中写真判読と現地調査，地形図のみによる 団地名称のうち括弧でくくったものは，文献・地形図などで確認できないものである
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第1図 多摩地域の工場従業員住宅団地（1945年）
出典・空中写真判読，現地調査，各資料（第1表参照）による．
注）図中の番号は第1表の各住宅団地に対応している 行政界は2000年現在のものである 鉄道は，実線が1945年までに開業した区
間，破線が1945年以降開業の区間を示している ただし廃止となった路線は省略しである．
リーンベルト計画地域での開発の既成事実化によ
り， 1965年の首都圏整備法改正で計画を断念し
（梅田， 2000,pp.26-29），都市化はいよいよスプ
ロール的に進んだ．旧南多摩郡の多摩丘陵には，
計画的に大量の住宅を建設するべく，多摩ニュー
タウンの計画・建設が1960年代初めから進めら
れ，大阪の千里ニュータウンとともにこの後郊外
各地に建設されることになるニュータウン群の晴
矢となった
旧田無市では，人口は戦後1945年から増加傾
向であり，前年比で人口が減少したのは 1979年
と1993年以降のみである 増加率は 1955年から
1960年にかけてが最も高いが，値は 1.61で，隣接
する保谷市の 2.0などに比べると低い値に留まっ
34 
ている 周辺の各市をみると，東大和，清瀬，東
久留米，武蔵村山，多摩などが2.0を超える値を示
しているが，保谷を含めこれらの市ではこの時期
に大規模団地が建設されており，これが高い人口
増加率をもたらしていると考えられる．逆に人口
増加率が低いのは，八王子や立川，武蔵野，三鷹，
府中といった戦前から市街化の進んでいた地域
と，小金井， 日野，国分寺といった大規模な団地
の少ない市がある．
さらに，既存産業の衰退や基地の縮小で，立川
や八王子といった都市も次第にベッドタウン化
し，既存の商業集積を活かした衛星商業都市とし
ての性格を強めた．一方， 1965年頃から日野台周
辺や青梅，相模原など郊外の外縁部への工業団地
の建設が活発になり，戦時中の軍需工場を引き継
いで操業していた工場を含めて施設が再集積し，
新しく工業地域も生まれている．こうした工場の
主機能は， 1980年代以降，加工・組立から研究開
発や試作に変化してきている（多摩百年史研究会，
1993, pp. 195 205). 
戦後のベッドタウン化としての都市化の流れを
人口増加率でみると，多摩地方では 1965～1975
年頃がピークであり，その後は微増あるいは微減
となっている自治体が多い（図省略）．しかし，土
地利用的には未だ都市化の動きが見られる. 1992 
年の新生産緑地法施行による農地転用や，パフ、、ル
景気崩壊後の企業・銀行所有地の放出などで，速
度は遅いが住宅の新設や再開発が続いているのが
現状である
Il 多摩地方の旧工場従業員住宅地の概況
1 建設組織
これら工場従業員住宅地の建設組織は，先述の
通り同潤会・住宅営団，各工場・企業，地方公共
団体等の三つに大きく区分できょう．
住宅営団は，旧大和村南街住宅，目三鷹町山中
住宅・東野住宅，旧昭和町中神住宅など， 200～300
戸規模の住宅団地を多く建設している．こうした
住宅は，初期のうちは一般にも分譲されていたが，
次第に各工場や企業が社宅としてまとめて買い上
げるようになったまた，工場・企業が自社の従
業員のために建設した例としては，中島飛行機に
よる現西東京市域の住宅群，昭和飛行機による旧
-35 
拝島村堀向住宅などがある．
その他の建設主体としては，立川市における市
営の共同宿舎（山本， 1969；ただし位置未確認に
つき第1図には図示せずに民間建設業者による旧
昭和町八清住宅などの例がある．これらは八清住
宅を除けば規模は小さい．
2. 住宅所有者の変化
社宅として管理されていた従業員住宅の多く
は，戦後各企業の整理や規模縮小，住宅営団の解
体によって，各工場・企業や住宅営団から居住者
に分譲された例が多い．こうした住宅地仁当初
から分譲が行なわれた住宅地では，戦後は大規模
な再開発などは行われず，個別の住宅の建て替え
やアパ トーの建設，敷地の細分化といった変化が
見られる程度である．戦時中の建物が現存する例
も多い．
府中市の新宿住宅（日本製鋼所 L東芝社宅）や
国分寺市の多喜窪住宅（日本製鋼所社宅）など，
戦後も賃貸の社宅として存続した住宅では，建物
の老朽化や社宅の不足によって，高層化を中心と
した建て替えや再開発が行なわれている また，
清算に伴って東京都に移管され，その後分譲が行
なわれなかった住宅では 都による建て替えが行
なわれている．
また，調布市の東京重機寮のように，従業員が
転出した後に東京都が借り上げ，戦災者住宅や引
揚者住宅として利用されたり（古橋， 2000），他の
企業に貸し出されて社宅となった例もある． こう
した場合は，その後に再開発が行なわれ，都営や
公団の住宅団地となっている．
3.住宅周辺の商業の発達
多くの住宅地では，これに隣接して，あるいは
住宅地の内部に，おもに日用品や生鮮食料品を扱
う商店が何軒か立地している．住宅地の規模が大
きくなるとこれに銭湯や飲食店，理髪店なども加
わり，商店街としての体裁を整える．駅近くに立
地する住宅では駅前の商業集積との区別が難しい
が，全体の印象としては，駅から遠いほど，また
住宅の戸数が大きいほど，住宅地に付随する商店
街という性格が強まるように感じられる．
多摩地方において，住宅地に隣接する商店街が
特に発達した例としては 旧拝島村堀向住宅と旧
昭和町八清住宅が挙げられよう．八清住宅は戸数
が800戸を越え，さらに住宅地と東中神駅の聞に
は戦後公団住宅が建設されており，また堀向住宅
では戦後隣接地に都営住宅が大量に建設されて合
計500戸超の住宅地を形成するなど，いずれも戸
数規模が大きい これにより商店街もかなりの発
達を示し，昭島市内最大 ・第二の規模に成長した
という（昭島市郷土研究会， 1956；津， 1979).
また，銭湯については，戦時中に従業員の福利
厚生のために建設されていた浴場が，戦後解放さ
れて銭湯となった例や 戦後のごく早い時期に建
設された例も多い．前者の事例としては，旧昭和
町八清住宅の「昭和湯」，戦災で焼失した旧保谷村
下野谷住宅に隣接していた「妙法湯」，三鷹市東野
住宅の 「東野浴場」（東野史編さん委員会，1991)
などが，後者の事例としては柳沢住宅の 「松の湯」
などが挙げられる．
なお，本項ではさらに各従業員住宅地の周辺に
おける戦後の住宅地開発についても言及すべきで
あるが，残念ながらこの詳細に触れた資料は少な
く，また現地調査も不十分であるため割愛せざる
を得なかった ただ，ほとんどの住宅地において
は，現在では周辺はほぼ宅地化しており，農地は
点在しているに過ぎないことを付言しておきた
し〉
IV 西東京市柳沢住宅の沿革2)
1.概 況
西東京市内の中島飛行機および関連企業，社宅
の分布は第2図に，柳沢住宅周辺の現在の概況は
第3図に示しである．柳沢住宅は，西東京市の南
方，西武鉄道新宿線田無駅から南東へ800m程の
場所に位置し，戦時中に居住者の主要な勤務先で
あった中島飛行機多摩製作所からは約 1km程の
距離がある．住宅地の北側を抜ける文化通り沿い
と，西側のエース通り沿いには，それぞれ戦後に
商店街が形成されている エース通りの西側には，
1990年頃開通した武蔵境通りの新道が通ってい
る この道は西武新宿線と立体交差となっている
ため交通量が多い．そのさらに西側，武蔵境通り
の旧道沿いには，スーパ 「ーオレンジマーケットJ
(1972年「いなげや」として開店， 1995年から現
テナン ト）が，また田無駅北口駅前の再開発ビル
には「西友」が出店しており，商店街との競争を
繰り広げている．地形は，住宅地内はほぼ平坦で、
あるが，北側250m程のところを，西武新宿線に
沿って石神井川が東西に流れており，文化通り商
店街の北側から石神井川にかけては北向きのゆる
い斜面となっている．住宅地と谷底の標高差は5
～6m程である．この石神井川沿いの斜面は，戦
後比較的早い時期に宅地となった地域で，周辺に
比べ道幅が狭く，袋小路も多い．一方，住宅地の
南側には現在も畑が残っており，開発も遅かった
ことから区画は比較的整形となっている．
2.建設～戦中期
柳沢に中島飛行機の社宅が完成し，入居が始
まったのは 1941（昭和 16）年9月30日である．
建設用地の確保は 1936（昭和 11）年から 1938（昭
和13）年頃にかけて行なわれたようで，それまで
は芝などを作っていた畑を一反300円3）で買い上
げたという 中島飛行機は， 1938（昭和 13）年に
武蔵製作所（武蔵野市）と田無鋳鍛工場（当時田
無町）, 1941 （昭和 16）年には多摩製作所（武蔵野
市）や三鷹研究所（当時三鷹町）を開設するなど，
戦線の拡大とともにその規模を拡大していた時期
であり，先にも述べたように，工場周辺の三鷹・
武蔵野 ・田無・保谷・練馬の各地域には中島飛行
機直営の社宅や営団住宅が多く建設された第2
図に示したとおり，田無町内には，柳沢住宅 191
戸のほか，北原住宅（226戸），谷戸住宅（69戸），
下宿住宅（178戸），上宿住宅（88戸）が，保谷町
内には保谷中島社宅（9戸），坂上住宅（164戸），
新田第二住宅（112戸），南柳沢住宅（101戸），下
野谷住宅（89戸），下柳沢住宅（93戸），立野住宅
(69戸），桶久保住宅（210戸）がそれぞれ建設さ
れ，合計は約 1,500戸となっている（田無市史編さ
ん委員会， 1994c,pp.688-695；郷土史「保谷J発
行会， 1972，折込地図；空中写真判読と現地調
査） これらの住宅は，住宅営団が建設した北原住
宅の一部（27戸）が一般に分譲された（1942（昭
和18）年9月13日付東京日日新聞；田無市史編さ
ん委員会， 1994a,p.556）ほかは，すべて中島飛行
機の社宅として使われていたようである．こうし
た住宅団地以外にも，単身者向けに寮が多数建設
されている．
柳沢住宅には，生産部門が荻窪工場から多摩製
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第2図 西東京市周辺の中島飛行機関連従業員住宅（1945年）
出典： 2万5千分の 1地形図「吉祥寺」（昭和20年修正）
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第3図 西東京市柳沢住宅周辺地域図
出典 1万分の1地形図「田無」（平成11年修正）
作所に移転したのに伴い，それまで荻窪周辺に住
んでいた従業員とその家族が主に入居した．入居
当時は電気が通じておらず，それが開通するまで
家賃は免除だった京王電気軌道の手で電気が引
かれたのは 1941（昭16）年末であった．住宅の周
囲は一面の畑で，銭湯や買い物等は田無の市街，
柳沢（青梅街道沿いの旧集落），武蔵境へ出ていた
生活物資は工場を通じての配給が主であった
その後，工場とその周辺は 1944（昭和 19）年 11
月14日を皮切りに激しい空襲を受け，大きな被
害が出たこの結果，工場の操業は困難となり，
地方への分散疎開が行われた．職員や工員も同時
に地方へと転勤するものが多く，社宅にはかなり
空き家があったらしい．
終戦後も，出稼ぎ工員や学徒動員者の帰郷と，
疎開者の引き揚げとで，住民の出入りがあった．
厳しい住宅事情の折から，縁故を頼って空き家に
入居するものも多かったようである． 柳沢住宅で
は，終戦時まで、残っていた居住者は，終戦による
工場閉鎖後も大半がそのまま居住し続けた．周辺
の他の団地でも，終戦時まで居住していた者は大
半が戦後もそこに留まったようである．一方，終
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戦前の工場の疎開により 居住者のほとんどが終
戦までに転出して空家となっていた東野住宅（三
鷹市）のような例もある（東野史編さん委員会，
1991). 
3. 終戦に伴う所有関係の変化
中島飛行機（株）は戦後，富士産業側と社名を改め，
1945 （昭和20）年4月に固有化されていた各工場
の整理業務を行なうことになった（富士重工業株
式会社社史編纂室， 1984）.従業員も一部は富士産
業に引き続き雇用されたが，多くは解雇され，関
連企業や近隣の町工場に再就職したり，自ら商店
や工場を開業，あるいは担ぎ屋などで生計を立て
ることとなった．
その結果，住宅の居住者の多くが，法的な根拠
のない不法居住者となってしまった社宅や敷地J
は固有化はされず富士産業に引き継がれていた
が，会社側ではこれらの資産を売却するか，ある
いは物納で整理費用に充てることとした．居住者
側では住宅組合4）を結成して，住宅および土地の
払い下げ交渉に臨んだ柳沢住宅睦会（1988,pp. 
751-752）によれば，交渉の経過は以下のとおりで
ある．
交渉の争点は主に道路敷や共有地の取り扱い，
および契約を各戸毎とするか住宅全体を一括とす
るかであったらしい．富士産業側は 1949（昭和
24）年6月に，これ以上決着を引き伸ばせず，契
約が成立しない場合は住宅の国庫への物納もあり
得る旨通告を行なったこれに対して住宅組合は，
道路敷および共有部分を含めた住宅全体の一括購
入を決め， 1949（昭和24）年8月に契約を行なっ
た建物および敷地は分筆の上各居住者にさらに
分譲するほか，道路および共有部分は代表者3名
の名義で実質的には居住者全世帯の共有とした．
登記が完了したのは 1951（昭和26）年3月であ
る．
他の団地では，谷戸住宅・北原住宅のような，
交渉が決裂して清算会社側が明渡しを求めて訴訟
を起こした例もあるが（1951（昭和26）年7月8
日叶毎日新聞；田無市史編さん委員会， 1994a,p. 
772），最終的には各居住者に分譲されたようであ
る．ただしこの場合では，道路や共有部分は直接
田無町（当時）に上地されている．
4. 自治体の結成と活動
住宅組合は目的を達成したため解散となった
が，これにかわる住民組織として， 1952（昭和27)
年3月1日に柳沢住宅睦会が発足した 背景に
は，後述する住宅全体に係わる問題の存在があっ
た
問題の一つには，農地解放による共有地の発生
がある．農地改革にかかわる関連法は 1946（昭和
21）年に公布された農地解放の目的は自作農の
創設にあったが，柳沢住宅ではこの制度を利用し
て，居住者が家庭菜園的に耕作していた住宅周辺
の農地のうち，中島飛行機の所有から富士産業所
有となり，改革で国に買収されていた土地を解放
させた解放が認められなかった場合でも住宅側
に売却する契約を行っており，さらに旧民有地か
ら一時固有になっていた土地についても，旧地主
の好意により「住民親睦会の厚生施設に利用され
ることを条件として」（柳沢住宅睦会， 1988,p. 27) 
贈与を受けた
睦会では，これらの農地を，毎日新聞社および
生和産業に社宅用地として転売し（手続き上では
旧民有地分は旧地主から直接各社に売却），分譲代
金および離作手数料をもって，自営水道の建設を
行なった農地譲渡契約の締結は 1953（昭和28)
年夏であったこれら社宅の建設は， 1953年より
始まった企業向産業労働住宅建設資金融資制度を
利用しての社宅建設ラッシュの一環といえる（田
無市史編さん委員会， 1994b,p. 929) . 
自営水道は，井戸一箇所及び電動ポンフ＼沈砂
池，給水塔を備え，各戸に給水を行うもので，管
理は睦会で行なった完成は 1955（昭和30）年12
月で（柳沢住宅睦会1988），この管理も睦会で行な
う事になり，一つの共同問題となった．
また，この時期に整備されたものとしては，
1950 （昭和25）年頃から計画された都市ガスがあ
る 東京ガスが，青梅街道に戦時中に敷設されて
いた旧中島飛行機の専用ガス管を利用して，上保
谷一国際基督教大学（三鷹市，旧中島飛行機三鷹
研究所跡地）聞にガス管を設置する際，柳沢住宅
への支管を設置させた（1950（昭和25）年 12月22
日付毎日新聞；田無市史編さん委員会， 1994a,p. 
771). 
旧田無市内の住宅としては最初期の都市ガス整
備であり，この成功を機に市内の他の住宅でもガ
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ス管誘致，誘致費用積み立てなどの動きが始まっ
たという（田無市史編さん委員会， 1994a,p. 782). 
5.市政への影響力
田無町（当時）では， 1961（昭和36）年の市長
選挙で，初めて革新系（社会党）の指田候補が当
選し，革新市制が始まったこのとき助役に登用
されたのが，柳沢住宅に住む木部氏であった木
部氏は， 1969（昭和 44）年に指田市長の急死で市
長に就任し，以後1985（昭和 60）年まで四期にわ
たり市長を務めた市議会にも， 1960年代から
1990年代まで，柳沢住宅出身の候補を送り続けて
いる．聞き取り調査によれば，睦会が選挙戦に関
わること事は無かったというが，似た境遇・経歴
であり利害の一致しやすい柳沢住民の代表という
性格は強かったようである．詳細は未調査である
が，市内の他の旧中島飛行機従業員住宅からも議
員を送る例がかなりみられたようである．また，
居住者の中には，石川島播磨重工5）など市内の企
業の役員や労働組合幹部が何人かおり，市政への
影響力を持っていたという．このほか聞き取り調
査では，「市内の他の所よりも，子供を市役所に入
れるというのが多かった」という意見もあった．
6.住宅の更新
柳沢住宅では，生活や家族構成の変化，建物の
老朽化等に伴い，その後住宅の改善や増改築が行
なわれた．建設当初の建物は，戦時下ではあるが
比較的造作は良く，現在でも数棟が姿を留めてい
る．しかし，大部分の世帯では，戦時中の従業員
住宅の特徴ともいえる広めの敷地を活かして増改
築を行なった．住宅の増築は，まずは平屋で南側
や北側に部屋を増設，あるいは拡張する形で行な
われた（田無市史編さん委員会， 1994c). 1965 （昭
和40）年頃からは住宅の建て替えも多くなった．
この建て替えは，子供の結婚や出産による家族数
の増加を機に行なわれることも多く，その結果3
世代同居の家庭が増加したという．
内風呂については 1955（昭和30）年頃から設置
する家庭が増えたという．便所の水洗化は，下水
道の不備ではなく，むしろ上水の不足のために
1965 （昭和40）年頃までは不許可であった汲み
取りは 1960（昭和35）年頃までは周辺の農家が，
その後は市の指定業者が行なった下水道が全戸
に行き渡るのは 1985（昭和 60）年を過ぎてからで
ある．
居住者が転出した後の敷地の細分化が目立つよ
うになったのは， 1980（昭和 55）年頃以降である
という．元々の一戸あたりの敷地は 120～150ぱ程
度あり， 2分割しでも 60～80rriを確保できるた
め，細分化しての分譲が多いようである．こうし
て，住民の転出によって敷地がデイベロッパーの
手に渡り細分化されたり，アパートが建った区画
は， 2000年までに全体の二割弱（36区画）存在す
る．
第4図は 1975年と 2000年の敷地の細分化・ア
ノ号ートの建設の状況を示したものである 1975年
には敷地の細分化がみられるのは5件で，内3件
は商店や下宿の建設に伴うものと判断されるの
で，純粋な住宅敷地の細分化と思われるのは2件
のみである.2000年までにはこれが合計15件（う
ち商店 ・アパート関連3件）となっている．
アパ トー および下宿についても， 1975年の 7件
から 2000年には27件となっている．建物の規模
も，住宅地図でみる限りでは大きくなっている．
また，田無町における町営水道は， 1962年夏の渇
水を契機に計画が具体化し，井戸水の汚染の状況
が明らかになったこともあって建設が急がれ，翌
1963年から給水を開始した水源は，当初は全て
深井戸でまかなっていたが，やがて給水量の増加
により東京都から買水するようになる（田無市史
編さん委員会， 1994b,p. 470）.柳沢住宅では， 1966
（昭和41）年に，自営水道施設の老朽化や水源不足
などからこれを廃止して町営水道を導入した．導
入に当たっては，それまでの自営水道の施設の一
部を町に売却し，導入費用の一部に充てている．
7 睦会の性格変化
睦会の共有財産には，道路敷，公園，水道施設，
集会所があった水道施設は先述の通り 1966（昭
和41）年の町営水道導入に伴い廃止となり，また
これと同時に住宅内の道路敷についても町に上地
している．
その後，居住者の入れ替わりが進んだこ とも
あって， 1970（昭和45）年頃から，睦会共有となっ
ている財産の所有権問題が取り沙汰されるように
なってきた．これらの財産は，名義上は払い下げ
時の代表者3名の所有となっているが，当時の全
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居住者の負担によって払い下げを受けたものであ
り，居住者の転居に伴いその権利はどうなるのか，
また，所有権を持たない会員を含む睦会で売却等
を含めた財産の管理を行なうのが正当といえるの
か， という問題に対し，睦会では，問題が複雑化
する前に旧居住者を含めた全権利者の合意を得た
上で共有財産の整理を行なうことにした（柳沢住
宅睦会， 1988,pp. 753 754) . 
土地および、集会所建物については，権利者の合
意確認を得て市へ寄付することとし， 1980（昭和
55）年8月に登記を行なった．市では，老朽化し
た旧集会所を取り壊し，新たに市の南町地区会館
を建設， 1982（昭和 57）年に完成した．
それまでの睦会の会則および機能は，共有財産
の管理を中心とした居住者全体の利害の一致する
問題の解決を主としていたが，共有財産の整理や
居住者，地域社会の変容とともにその役割が問い
直される事となった．
共有財産の処理問題に決着がついた 1978（昭和
53）年頃から会則改正の動きが本格化し，討議を
経て， 1982（昭和57）年 10月30日，全会員の投
票をもって会則が改正された新しい会則では，
会の機能は，財産管理および問題解決から，より
「包括的な地域住民組織」（柳沢住宅睦会， 1988,
p.823）へと変化し，問題解決に留まらずさまざま
な住民活動に関与していく組織に改められた
V 柳沢住宅周辺地域の変容
1 .住宅地の形成6)
第5図は，柳沢住宅とその周辺の，住宅建設直
前から現在までの土地利用の変化を示している．
柳沢住宅の建設以前は，周辺は数軒の農家の屋敷
のほかは芝を始めとする畑が広がっており，市街
地は田無駅前と青梅街道沿いの柳沢の集落のみで
あったという．そこに， 1940（昭和 15）年頃から
工場や従業員住宅地，厚生施設などの建設が進ん
だのは先述のとおりである．
住宅周辺の戦後における住宅開発の端緒は，
1954 （昭和29）年ごろ完成の，柳沢住宅睦会自身
が用地を売却した毎日・生和産業社宅であったが，
その後は，文化通り北側一帯以外では農地の宅地
イ七の進行は遅かった
住宅周辺の本格的な宅地開発は 1960（昭和35)
42 
年ごろから始まっている．最初に建ち始めたのは
借家やアパートであり，建売分譲が始まるのは昭
和40年代（1965年）以降であったという．文化通
り商店街の北側の一帯では，文化通りと石神井川
の間の畑を所有していた一人の地主（農家）によっ
て， 1960（昭和35）年に最初のアパート「第一文
化荘」が建設され， 1963（昭和38）年までにあわ
せてアパート 2棟と二戸建賃貸住宅数棟が建設
された銭湯が1946（昭和21）年前後にすで、に文
化通り沿いに開業していたため，風日無しのア
ノ号ート・借家でも経営上問題は無いと考えていた
という．実際，これらの住宅の位置は銭湯のすぐ
裏手にあたり，非常に便利であった．その後は，
石神井川沿いの敷地にも借家を数棟建設した後，
宅地のみの賃借に転じ，最終的には所有していた
全ての農地を，近隣の他の農家に比べ早い時期に
宅地に転用している．この農家では，家族が戦後
すぐの時期から勤めに出ていたため農業の後継者
がおらず， 1960年ごろにはすでに離農を決めてい
たという．また，当初はこの農家所有の土地に借
地人が住宅を建てていた区画は，最近になって借
地契約の更新時に居住者に分譲している
住宅の北側以外の隣接地は，農地解放の際にも
まとまった農地となっており，また各地主（農家）
も耕作を続けていたため開発が遅れた．最初の分
譲住宅は， 1968（昭和43）年に住宅南側に完成し
た4戸であった． この住宅のみ，ごみ収集の都合
などで睦会に加入している．同じ頃に，生和・毎
日社宅西側の一帯は，東京都と民間業者により宅
地分譲が行なわれたこの分譲地は一区画あたり
の面積や道幅が広く，現在ではかなり質の高い住
宅地となっている．
周辺の農地は現在も一部が生産緑地に指定され
て耕作が続けられており，また非指定地が開発さ
れて分譲，あるいはマンションの建設が進んだの
も主に 1990年代以降であるという．最近になっ
て宅地開発が進んだ理由としては，地価の下落に
より投機的目的で持ち続けていた土地を手放すよ
うになったこと，農業の後継者難などが挙げられ
ている．
また，開発の遅れた別の原因として，上下水道
の整備の遅れがあるという．田無市での町営水道
の給水開始は 1963年，柳沢住宅への給水は 1966
年，下水道の整備はさらに時代が下って 1980年
。 ?→?
?
???
km 
第5図柳沢住宅周辺の土地利用変佑（1927～1993年）
出典： 2万5千分の l地形図「吉祥寺」（当該年次版）
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代まで、かかっている．町営水道整備前に建設され
たアパ トーや借家には 未だ井戸水による簡易水
道を用いている所もある．これらを整備する際の
受益者負担費用の配分に当たって，農家・地主と
持ち家居住者との聞に，戸数比に近づけるか，土
地面積比に近づけるかで意見の相違があり，調整
に手間取ったため整備が遅れる原因になったとい
う．居住者にとっては，将来畑を宅地として分譲
する際に土地の価値が上がるのであるから，地主
にも応分の負担をして欲しいと考えるのは当然で
あり，また地主にとっては，営農を続ければ負担
が無駄になり，また分譲するとしてもいつになる
かわからない土地に対し，多額の負担はできない．
このためなかなか折り合いがつかず，整備が遅れ
がちであったという．
2.都市計画の推移
西東京市域の都市計画による用途地域指定は，
1941 （昭和 16）年の武蔵野都市計画によるものが
最初である．当時は柳沢住宅を含む一帯は住居地
域に指定されたその後， 1962（昭和37）年の見
直しでは，柳沢住宅付近では文化通り商店街の一
帯のみ路線式商業地域の小売店舗地区に指定され
た用途地域指定による建築物の利用制限も強化
されたが，この時点では，住居地域に建設できな
いのは「規模の比較的大きく住居の安寧を害する」
工場， 「劇場・映画館・演芸場・待合・キャバレ ・ー
舞踏場等」程度であった（「田無町都市計画図」
(1963年版）による）．
規制がより強化されたのは， 1970（昭和45）年
の建築基準法の改正以降である．まず，市街化区
域・市街化調整区域の区分では旧田無市・保谷市
全域が市街化区域に指定された柳沢住宅内と周
辺は第一種住居専用地域となり，住宅と店舗面積
の小さい併用住宅，公共施設以外の施設の建築が
禁止された文化通り一帯は近隣商業地域，エー
ス通り一帯は第二種住居専用地域となっている．
これらの用途地区では専用店舗も建設でき，近隣
商業地域では加えて規模の小さい工場なども建設
が許されている．
その後，武蔵境通り新道の開通により，平成5
年頃にエース通り一帯が第二種住居専用地域から
第一種中高層住居専用地域に変更となり，規制が
厳しくなっている．現在の柳沢住宅周辺の用途地
域指定の状況は，文化通り商店街一帯は近隣商業
地域，エース通り商店街の北半分が第一種中高層
住居専用地域， 武蔵境通りの新道の周辺が第二種
中高層住居専用地域，その他は第一種低層住居専
用地域となっており，それぞれ商店の規模や業種，
建物の高さなどが規制されている．このうち，住
居専用地域では，建築できる店舗の面積や業種に
かなり厳しい制限が行なわれている．
3.商店街の形成と推移
(1）形成 柳沢住宅周辺の小売店への聞き取
り調査（第2表）によれば，住宅周辺の商店街は，
おおよそ 1955（昭和30）年頃以降に発達したよう
である．北側に隣接する文化通り商店街は， 1946
（昭和21）年前後に開業した「松の湯」を核として
成長した，いわゆる「湯前商店街」とも呼べるも
のである．当時は周辺には柳沢住宅以外に人家は
無く，買い物客はその居住者が中心だった．また，
銭湯の利用圏は広く，柳沢住宅のみならず周辺地
域からも利用者を集めた．
現在の松の湯の敷地は，もともと前項で述べた
アパ トー を建設したのと同じ農家の所有する農地
であった銭湯の建設に際しては，業者から用地
売却の依頼があり，検討の結果 「銭湯でもできれ
ば賑やかになるだろう」と売却を決めたという．
その後， 1947年に「八百圧」（現在廃業）が松の湯
の向かいに開店したのを端緒に， 1950年前後から
通り沿いに商店が建ち始めた この農家では，出
店を希望する商店主の求めに応じて，当初は借地
として，途中からは税金対策のため分譲で用地を
提供したという また，西側のエース通り商店街
は文化通りより少し遅れて， 1960（昭和35）年ご
ろから発達したということである．
このほか，柳沢住宅の内部には，居住者が自宅
の敷地を利用して開いた店舗が，文化通り商店街
が発達する以前から数軒存在したという．第6図
が示すように，現在でも数店舗が営業を続けてい
る．
各商店が出店をするに当たっての店舗の位置の
選択理由はさまざまであるが，聞き取りの中では，
商店街形成の初期（1950～1960年代）から当地で
商売を営む方からは，「柳沢住宅の住人の誘致」（酒
店），「親戚の所有地」（青果店），「離農して自己所
有地に出店し商売を始めた」（電気店 ・米穀店），
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E刀
業種 開業 現在の柳最盛期の店主の
沢住宅住柳沢住宅前職
人の利用住人の利
状況 用状況
第2表柳沢住宅周辺小売店聞き取り調査内容の概要
前職業種前職従業地現在地への開店理由 他所に比べ他所に比べ店の最繁盛期その他
同業者との大型店との
競争 競争
文化通り 酒屋 1958年12月半々 少 店員 酒屋 目黒 独立開業，柳沢の人の誘致， 弱い
安い地価
激しい 1993～1994年 開店前からの住人の家には古くからの店の御用聞きが来
商店街
薬局 1958年9月少 つ 会社員 薬卸売業日本橋 独立開業，仲介業者の斡旋
米屋 1959年 多 つ 自営 農業 団無 離農，もともと自分の土地
電気屋 1960年 つ ほとんど自営 農業 回無 離農，もともと自分の土地弱い
青果店 1960年7月 30% ほとんど開業店主青果店 中野区野方移転，親族の所有地 弱い
食品店 1963年 つ つ 店員 牛乳販売世田谷区 独立開業，牛乳卸業者の担
店 経堂 当者と探した
乾物屋 1964年 ほとんどほとんど店員 乾物屋 新宿区 独立開業，自分で探した 弱い
頃 る．客は新住民が中心商店街の最盛期は1965～75年頃。
商店会の結成は1956年．
激しい 1965～1975年 当初は借地売薬では大型店やドラッグス トアに勝てな
頃 いが，調剤は固定客がいて成立
開店は1955年頃から準備銭湯を始めることも検討した
が，生活が厳しそうなので米震にした
激しい 1975年頃
激しい 1965～1980年 敷地建物は親族名義文化マーケットとして開店し，当
激しい
頃 時は他に靴 ・玩具 ・本・金物屋に店を貸していた近年マ
ンションに建て替え オレンジ，西友との競争が厳しい
最初は今の自転車屋の位置に開業（1963年） 肉屋の肉が
新鮮で，客の回転が良さそうだったのでこの商店街を選ん
だ 1969年5月に，銭湯に近い店が空き家になったので現
在地に移転．
変わらない特に無い 新宿の乾物業者で10年修行して独立ほとんどが固定
客古くから住んでいる人が中心だが，新しく来た『お嫁さ
ん」でも買ってくれる人が結構いる．大型店より高くても近
所で便利
自転車屋 1969年 20% つ 店員 自動車整 自由が丘 独立開業，友人（商店街内の変わらない激しい 1973～1974年 しょっちゅう来店するという業種ではないので固定客は
備業 店主）の紹介 頃（石油危機 いない新車販売は量販店に押されている
直前）
豆腐屋 1981年 つ つ 店員 豆腐屋 池袋 独立開業，不動産屋に頼ん激しい 変わらない 人通りが多くて良さそうだったので決めた。移動販売に
で探す 来る同業者との競争が激しい大型店の影響はあまり無い
精肉店 1989年 80% 80% 同業店主精肉店 武蔵野市 道路弘偏による移転，不動弱い 非常に激し 1991～1992年 西友の影響大，固定客が多いので何とかやっている 移
柳橋 産屋の紹介 し， 頃 転前からの固定客を維持するために比較的近いこの場所を
選んだ
エース通り食品店 1968年 つ ？ 店員 パン屋 小平 独立開業，知り合いのパン 弱い 激い3 ～1980年頃 駅前のLivin＇が休みだと客が多い固定客中心で ，柳沢の
商店街 屋に居抜きで譲ってもらっ 人は人口に比べて割合は低い
た
文房具屋 1973年 少 少 開業店主文房具屋世田谷 移転，主人（他界）が探した 前店舗は手狭だったため郊外に移転学校（柳沢小）が近
く，近所の小中学生が多い 1973当時の店（至近）は道路整
備で立ち退き， 1986に現地に移転
注）商店街での聞き取り調査は， 2001年12月～2002年1月にかけて行なった
第6図 柳沢文化通り商
店需の:w,;_'-"
門寺挙手李
主主羽田 f
出典匂ンリン住三~〓託、（附年
＇ 2000 年） J 
注）太枠の建物
は商:i.1ギ！：~~ ~ 2000年版）
［ 
一 F 明寺である
I 
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「肉屋の肉が新鮮で，客の回転が良いことがうかが
えたJ（食料品店）などの声が聞かれた．また商店
街の中でも，外れの方からより立地条件の良い銭
湯の近くへ移転する例もあった当時，地主側か
ら土地の賃貸や分譲を宣伝するようなことは無
く，出店者は多くが自ら出店用地を捜し求めて
やってきたという 最近（1980年代以降）の出店
者は，主に不動産業者や同業者の紹介で決めた例
が多いようであった 店主の前職は主に同業他店
の店員というものが多く，当地への出店は独立開
業によるものが主である．同業店の移転による出
店では，「旧店舗の固定客を維持するため近隣の店
舗を探した」（1989年出店の精肉店）という例も
あった．
(2）推移 商店街は， 1960年代以降，周辺の
住宅地開発が進み人口が増加するにつれてますま
す繁栄した 用途地域指定の際b 文化通り商店
街一帯は小売店舗地域，その後近隣商業地域に指
定されたため，周辺の住宅専用地域に比べ業種や
売り場面積に関する規制が緩く，その後の新規出
店を助けたと思われる
旧田無市内と保谷市内それぞれの小売り店舗数
の推移を第7図にみると，市全体の小売店舗数は，
人口の増加につれて 1970年頃までは増加し，そ
れ以降は横ばいから減少に転じている．この 1970
年代というのは，全国的にはちょうどスーパー ・
マーケットが店舗展開を始めた時期に当たる．
文化通り商店街の最盛期は，店によって感じ方
は違っているが，おおむね1970年代あるいは
1990年頃という意見が多かった 1970年当時の
文化通り商店街の店舗数は 具体的な値は調査で
店
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第7図西東京市内の小売店舗数（飲食店を除く）
の推移
数値は西東京市の資料及び『東京都統計年鑑』による．
ただし， 1966年以前の保谷市の統計値は入手できず
きなかったが，約50軒であったという．この年代
は，前者はオイル・ショック前，近隣に大型小売
店ができ始める以前であり，後者は田無駅前の再
開発が完了し，大型ス←パーが開店する以前であ
る．柳沢住宅近隣への大型小売店の出店は，田無
駅北口へ， 1966（昭和 41）年に「イトーヨーカ
ドー」，1971（昭和46）年に「西友」が開店したの
が最初であった．現在では，田無駅北口のショッ
ピングセンター「Livin」（キーテナントは「西友」
で1994（平成6）年開店）や， 1972（昭和 47）年
頃柳沢住宅の西方300mほどのところに開店した
スーノ号ー「いなげやJ（現在はテナントが変わり「オ
レンジマーケット」）との競争が激しいという．
現在，文化通り商店街では約35軒，エース通り
商店街では約10軒の店舗が営業を行なってい
る．エース通り商店街は，最盛期には30軒近くの
商店があったらしいが現在はかなり衰退してお
り，商店会も 2000（平成12）年に解散している．
商店会の会員数は，文化通りが33軒（2001年），
エース通りが解散の時点で 12軒である（田無市
商工会への聞き取り調査による）．
IV 考察一工場従業員住宅のもたらした
もの－
l .郊外への人口の定着
旧従業員住宅がもたらしたさまざまな影響は，
根本的には，それまでは農村であった郊外地域に
大量の非農業人口が定住を始めたことによる影響
といえよう この点だけについていえば戦後の住
宅団地建設と大差は無いだが，開発時期が古く，
当該地域においては最初期のものであること，そ
の経緯から，入居者の聞に他の団地には見られな
い連帯があること，借家ではなく持ち家であるこ
となどの特徴が，戦後の住宅団地とは異なる形の
影響ももたらしている．
多くの旧従業員住宅は，都心からの距離が遠く
交通は不便，建物も多くの場合状態が良いとはい
えないものであった．それでも，戦争末期から終
戦直後の深刻な住宅不足の折，ほとんどの住宅に
居住者があふれでいる状態で，戦後の会社整理，
居住者への分譲を迎えている．この分譲は，例え
ば住宅営団所有の住宅の場合，「自己の資産乃至所
得から代金を支出する事は極めて苦痛且困難」だ
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が「従来借りていた我家が，市価に比べてべらぼ
うに廉い価格で手に入ることとなったことに関し
てはむしろ感謝していた」（川島， 1949,pp. 11-12) 
状況であったという．払い下げに際しては，柳沢
の例にもあるように，居住者が借家人組合などの
組織を結成して会社側や営団，国との交渉を行な
うことも多く，こうした組織がその後の自治会，
町内会の基礎となり，また住宅地に関わる問題を
共同で処理していくきっかけとなったのは確かで
ある さらには，この結束や問題意識が，自分達
の代表として地方議会へ議員を送り込もうという
気運を強め，革新政党の成長もあって，行政への
影響力を持つことになった．
ともあれ，居住者は分譲によってその土地に固
定され，多摩地方の各地に数百人～数千人規模の
都市的集落が点在することになった居住者の多
くは元従業員やその縁故者で，引き続き近隣の工
場に勤め続ける者もあったが，都心の事業所や，
立川 ・横田といった米軍基地に勤めたり，あるい
は担ぎ屋で生計を立てる者も多かったという 山
鹿（1957）によれば， 1955年当時の旧大和村南街
住宅では，近隣の工場は縮小されたとはいえまだ
操業していたが，有職者の 66.7%は他地区への通
勤者であり，立川への通勤者が31.3%，区部への
通勤者も 11.0%あったのである．
こうした事情は，山鹿（1957）の報告にもみら
れるように，終戦直後から 1955（昭和30）年ごろ
にかけてやはり郊外に大量に建設された都営住宅
や公営の戦災者住宅，引揚者住宅でも似通ってい
る．郊外に居住し，都心の勤務先へ通勤する，と
いう職住分離のライフ・スタイルは，既に大正期
の郊外住宅地開発で見られたことではあるが，そ
の距離が一気に拡大し，またホワイト・カラー層
だけでなくブルー ・カラー層にまで広がり規模が
拡大したのは，この戦時中～終戦直後の時期，従
業員住宅と公営住宅の郊外への大量建設に拠る所
が大きいのではないだろうか．
また，工場の閉鎖により職を失った居住者やそ
の家族が，生計や近隣住人の利便のために，自宅
を改造したり，近くに土地を求めて商売を始める
こともあった（東野史編さん委員会， 1991；津，
1979）し，居住者が商店などを誘致する例もあっ
た．また，商店主にとっても，人口が集積してお
り需要の見込める住宅地は魅力的な市場であり，
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規模の大きな住宅地を中心に，周辺への積極的な
出店がすでに終戦直後の時期からみられる．こう
した商店や銭湯が，その後の住宅地近隣の商店街
の発達の基礎になっていったと考えられる．
2.都市基盤の整備
(1）交通機関 ある程度の人口があり，しか
も先述のごとく，居住者の生活は住宅地内やその
周辺だけでは完結せず都心や立川などの衛星都
市との聞に通勤流動もかなり発生しているのであ
るから，そこには当然連絡交通機関の発達をみる
と思われる だが，柳沢住宅の場合は鉄道駅に比
較的近いためパス路線が開設されることは無く，
また鉄道に与えた影響というのは判別できなかっ
た
より交通不便な住宅地，例えば旧大和村南街で
は，やはり山鹿（1957）によればパス路線の開設
や増便が顕著に見られ また工場への引き込み線
を転用して旅客輸送が始まる（西武鉄道上水線，
現拝島線.1950年開業）など，住宅地や工場を核
とした交通機関の発達もみられる．しかし，こう
した住宅地の影響が明らかに見られるのは，住宅
地と幹線交通路（主に鉄道）を結ぶ路線の整備程
度までであり，幹線交通路そのものに与えた影響
までは，全利用者に対する割合が低いため読み取
れない
(2) ライフライン 柳沢住宅においては，戦
後最も最初に行なわれた都市ガスの導入からし
て，市内の他地区に先駆けて行っており，当時の
報道（田無市史編さん委員会， 1994a,p. 782）によ
る限りでは，他地区での導入運動のきっかけにも
なっている．活発な住民活動がまちづくりの推進
役となった例といえよう．自営水道の整備や市営
水道への移行は，都営住宅や社宅など他の住宅地
でもかなり行なわれていたことではあるが，その
運用については，制度の理念上は実現不可能なは
ずの農地の解放を実現して，その転売代金と離作
料をもって建設資金に充てたり，市内では唯一既
存水道施設の市への売却を行なったりと，強力な
自治会組織や行政側との人脈によるしたたかな運
用がみられる．
一方，住宅周辺でのライフ・ラインの整備は，
先述のように，農家などの大地主と住宅居住者を
主とする小地主との聞に 費用負担割合をめぐる
意見の相違があり，これが整備を遅らせたという．
上下水道の整備が住宅地開発の際に重要となって
くるのは，周辺での水道の整備や水洗便所の普及，
井戸水の枯渇や汚染などが進む 1960年代以降で
ある．これ以前は， トイレは汲み取り式，排水は
河川放出，水道は井戸水による簡易水道でも，住
宅として特に水準が劣るということは無かった
が，その後のライフ・スタイルの変化や水質など
の規制の強化により，住宅地開発の際にはこうし
たライフ・ラインの整備が必要になり，開発者の
負担が大きくなっている．このことが，周辺の農
地の宅地への転用を抑制する働きをしている可能
性がうかがえた．
3.周辺地域への住宅建設
柳沢住宅周辺の住宅地開発，すなわち農地の宅
地への転用は，先述したように 1960（昭和35）年
ごろから始まっており，市全体の傾向からみると
遅い時期となっている．この理由としては，住宅
の周辺はほとんどが自作農地で，農地改革による
細分化や所有権の移動が少なく，離農の機会が少
なかったこと，また農家の継続営農の意思が強
かったことが挙げられる 一方で， 1960（昭和35)
年からは，文化通り北側の農地を所有していた農
家が離農を決め，積極的に宅地の開発を行なった
のは先述のとおりである．
また，銭湯を持つ住宅地では，内風目が普及す
る以前はその存在が近隣の住宅地としての価値を
高め，住宅地開発において有利に働いた可能性も
あるュ柳沢住宅周辺において，風目無しのアパー
トや借家の建設が一戸建て住宅の分譲に先行した
のも，近くに銭湯があったためと思われる．近隣
に発達した商店街も，その周辺の土地の宅地とし
ての価値を高め，開発を促進する影響を与えた
しかし，時代が下って 1960年代後半になると，
ライフ ・スタイルが次第に変化してくる．内風呂
の普及により，銭湯の重要性は低下し，またスー
ノTー ・マーケットの登場で，既存の商店街の影響
力も衰えてくる また，先述のように住宅地開発
に際してライフラインの整備が必要となってきた
ため，上下水道が整備されていない土地での住宅
建設は，整っている場所に比べて割高となる さ
らに，地価の上昇により，地主の中ではさらなる
地価上昇を見込んで、開発を手控える動きも出てく
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る このため，当時まで農地として残っていた土
地は，住宅地として開発される機会を失ってしま
い，市街地内部に農地が長期間に渡って残される
結果となったこうした現象は旧従業員住宅周辺
に限らず広くみられるが，ライフ・ライン整備時
の負担問題については 周辺で整備の進む 1960
年頃以前から大規模な分譲住宅地のあった地域で
特に問題となったのではないかと思われる．
なお，こうした農地が開発されるのは，農家が
農地法の改正で離農か長期継続営農かの選択を迫
られ，またバブル経済の崩壊で、地価の上昇が見込
めなくなって以降， 1990年代に入ってからという
例が多い
4.周辺地域への商業集積
柳沢住宅の周辺地域において，文化通りやエー
ス通りの商店街が形成されたのは，その時期から
みて明らかに柳沢住宅および毎日新聞と生和産業
の社宅が存在したためであり，特にその形成の初
期においては，集客力のある銭湯「松の湯」の効
果は大きかったと思われる．
先述のとおり，当時において相当大きな人口が
集積していた従業員住宅地は，商店主にとっても
魅力ある市場であり，また居住者自らによる出店
もあって，多くの住宅地で近隣に商店街の成立を
みた戦時中から浴場や市場といった施設が併設
されていた住宅地（旧昭和町八清住宅など）では
こうした既存の施設を核に，またそうでない場合
は住宅地の中心部や，住宅地と駅との間，新設さ
れた銭湯の周囲などに，商店が集まって立地して
いる．こうした銭湯や商店街の成立は，周辺にさ
らなる住宅地の開発をもたらし，それがさらに商
店街を発達させる…という相乗効果もある．
居住者自らによる出店というのは，終戦に伴な
う失業や，当時のゆるい土地利用規制によるとこ
ろが大きく，旧従業員住宅地の特徴といえる．戦
後に開発された住宅団地では，居住者は基本的に
有職者であるので，団地内への出店は計画的に行
なわれない限り考えにくく，また用途地域指定に
よって住宅地内への商店の新設が規制されるよう
になってからはみられない現象である．また，そ
の業種も，生鮮食料品や日用品の販売，理髪店な
どといった小売・サービス業のみではなく，工員
としての腕や経験，人脈を活かした工務店や機械
整備業，小規模な町工場などもあり，多様な業種
が混在する傾向がみられる．
銭湯を核としての商店街の発達は，柳沢住宅以
外においても一般的な傾向として感じられる．銭
湯は，内風巴が普及するまでは，「全ての」住人が
毎日，あるいは数日に一度は「必ず」訪れる施設
であり，商店がその周辺への出店を考えるのは当
然のことといえよう．先述のように工場従業員住
宅の中には，従業員の福利厚生のため浴場を併設
しているものもあったこれが戦後地域住民にも
解放され，現在も銭湯として営業している例が存
在し，隣接する住宅地の規模にもよるが，周辺に
商店街の発達がみられる．柳沢住宅での聞き取り
でも，銭湯が商店街の形成以前から存在し，商店
も出店位置を決めるに当たっては銭湯の影響を強
く考慮、していたことが確認できた．
こうした商店街は， 1960年代末頃までは周辺の
開発による人口増加につれてより一層の発達をみ
せたが，その後は停滞から衰退へと移行している．
その原因は 「交通機関の発達によって買い物客に
高級品志向が生まれてきて，前にもまして新宿や
池袋方面に流れたこと…（中略）…，スーパーな
どの大型店の進出であった」（田無市史編さん委員
会， 1994b,p.946）と指摘されている．これは今
回の調査においても多く聞かれた意見であり，実
際の買い物行動をみてもその通りであろうただ，
衰退の程度は商店街によって異なる．その理由も
さまざまであろうが，柳沢住宅周辺の文化通りと
エース通りを比較した場合原因としては用途地
域指定の差も考えられる．エース通りにおいては，
近年住居専用地域に指定されたため新規の出店へ
の規制が比較的厳しくなり，商店が更新されなく
なったために衰退を余儀なくされたと考えられ
る．
用途地域指定は，商業地域についてはほぼ指定
当時の土地利用にあわせて指定されたと思われ，
発達の早かった文化通り商店街は商業地域に指定
されたが，エース通りは住居地域とされた指定
は1962年からであり，文化通りの発達が1955年
頃以降，エース通りの発達は 1960年代初頭から
ということであるから，わずかな時期の差が指定
の違いをもたらしている 現在の西東京市内にお
いて，駅前や幹線道路から離れた地域に近隣商業
地域の指定が行なわれているのは，文イじ通り商店
街の他には，同じ旧中島飛行機社宅であった谷戸
住宅に隣接するフラワ一通り商店街地区仁終戦
直後に建設された柳橋の住宅地に隣接する柳橋商
店街地区のみであり，両地区ともに現在も 30～50
店規模の商店街が存在する，住宅の開発時期が早
かったことで商店街が早期に成立し，これによっ
て土地利用規制の面で有利な立場を獲得すること
ができたと言えよう．また，用途地域規制の指定
に当たって，早くから札織化されていた商店会や
自治会により，行政への働きかけがあった可能性
も考えられる．
VI むすび
本稿では，戦時中に東京郊外に建設された工場
従業員住宅に注目し，これらの住宅地が戦後どの
ように変化し，周辺地域の都市化の過程において，
いかなる影響や効果を与えたのかを明らかにしよ
うと試みた．西東京市柳沢住宅という一住宅地の
事例を中心に，他の事例を参考として結果をまと
めると次のようになる
旧工場従業員住宅地の多くは戦後も残り，居住
者に分譲された．居住者は 自らの生活環境の向
上のためにさまざまな活動を行なった．その成果
が地域に与えた影響としては，住宅地と鉄道駅と
の聞の交通機関の整備促進，上水道 ・都市ガスな
どライフ・ラインの整備地方議会での住宅地出
身議員の活動，商店の経営や誘致などが挙げられ
る終戦直後の会社清算で解雇された居住者が生
計のために始めた商店や事業所が，住宅内に点在
しているのも特徴である．
また，数百戸規模のまとまった住宅地は，商人
にとっても魅力ある市場であり，出店希望者の積
極的な働きかけによって，周辺の農地や未利用地
がまず商業地に転用されている．特に交通路沿い
や，銭湯をはじめとした集客力のある施設の周辺
には，戦後開発の住宅地の周辺よりも早い時期か
ら商店街が形成された．この時期にはまだ土地利
用の制限も緩く，また居住者の来歴から，一般的
な小売店のみで、なく，町工場や工務店など多様な
業種を持つ商店街となりやすい．
こうした生活環境の整備は，周辺の土地の価値
を高め，農家の離農を促した特に，一般的な生
活水準が未だ低く，周辺の開発もあまり進んでお
???
らず，開発への規制も弱かった 1960年代までは，
ライフ・ラインの整備などの負担が少なくて済み，
開発が行ないやすかったことから，農業から借地・
借家経営への転業はそれ以降より容易であったと
思われる 近隣に銭湯や商店街があれば，宅地化
はさらに容易になる．
以上から，少なくとも 1960年代までは，これら
の住宅地は，周辺への商店街の形成やライフ・ラ
イン整備，より都市的な都市計画の策定にプラス
の影響を与え，周辺地域の都市化を促進したとい
える．
しかし，こうした影響力は， 1970年代に入ると
衰えたと思われる.1960年代から顕著になった，
スーパー・マーケットの増加や内風呂の普及と
いったライフ・スタイルの変化によって，旧来の
商店街や銭湯の集客力は低下し，その存在が周辺
の都市イじに与える効果が少なくなった．上下水道
などの整備においては，すでに開発された地域の
周辺では地主と居住者との聞に費用分担の面で行
き違いが起き，整備が遅れることもあった戦後
の早い時期に開発された地域では，そうした都市
施設の不備などで，現在で、は居住環境が周辺に比
べて劣るものとなってしまっている箇所もある．
もっとも現在では，かつて郊外であったこれら
の住宅地の周辺地域もほとんど都市内部に組み込
まれ，わず、かな生産緑地が周辺に残るのみとなっ
ている．今後，これら住宅地が周辺地域に与えう
る影響は少ないと思われるが，一団地としての意
識や周辺の商店街との結びつきは，代替わりや転
居などで大分弱まりはしたものの，今も残ってい
る．敷地も，細分化されつつはあるが，計画的に
作られた緑地や道路，広い敷地はまだまだその機
能を失って1まいない．近年，都市計画学の分野で
これらの住宅地が注目されるのもそれゆえであ
る．
旧工場従業員住宅地に残る遺産とでもいうべき
これらの特徴，また長い歴史の中で蓄積された経
験や記憶が，今後のまちづくりの中で役立てられ
ることを望みたい
調査に当たっては，回無市（現西東京市）中央図書
館司書の皆様，柳沢住宅睦会の皆様，文イじ通り商店会
の皆様，他多くの方のご協力を頂いたまた，論文作
成にあたっては，杉浦芳夫教授・原山道子助手をはじ
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めとする諸先生ならびに研究生の方々から多くのご
指導を頂いた末筆ながら，心より感謝の念を申し上
げる次第である
（さいたま市教育委員会）
注
1）住宅営団は， 1941年，逼迫する住宅問題とそれ
による生産力の低下への対策として，政府によっ
て設立された非営利の特殊法人である．当初5年
間で全国に 30万戸の住宅を建設することを目標
とし，それまで主に東京地区で国策に基づいた住
宅供給を行っていた特殊法人の同潤会を吸収し
て，分譲住宅及び賃貸住宅の建設，その他付帯事
業を行なった．設立から 1946（昭和21）年の閉鎖
までの聞に，委託分を含め合計16万戸以上の住
宅を建設し，戦中戦後の住宅不足の解消に努めた
（建設省住宅局， 1951）.戦中における主な目的が
軍需産業の生産力増強であり，また，終戦時に
420万戸不足（西山， 1989）といわれた深刻な住
宅不足に対しては焼け石に水だったとはいえ，こ
の時期の建設主体として無視できるものではな
い．また，実際の建設にはほとんど反映されな
かったが，研究部門では小住宅で、の住まい方調
査，プレハブ工法の研究，「近隣住区Jのと呼ばれ
る日常生活圏を単位とした大規模な住宅地開発
手法の研究などが行われた（西山， 1989）.戦後の
1946 （昭和21）年， GHQにより閉鎖団体に指定
された．この背景には，国策により家賃や分譲価
格を抑えたこと，戦後もその合理化が進まなかっ
たこと等による赤字体質があり，これが閉鎖の実
質的理由であったという．閉鎖に伴い，同潤会引
継ぎの分を合む賃貸住宅は，清算のためすべて居
住者に分譲することとなったが，順調には進まな
かった．東京都内については，売れ残り分は 1950
（昭和25）年， 一旦一括して東京都が買収し，東
京都が売却を進めた（建設省住宅局， 1951).
2）特記以外の事実関係の記述は，居住者（3世帯）
及び商店主への聞き取り調査による．また，年号
や名称等は柳沢住宅睦会（1988）の記載に基づい
ている．現地調査は2000年9～10月及び2001
年12月に行なった
3）一反（300坪） 300円，一坪1円という価格は，
1924年に相場一反200円程度のところ一反
1,000円で買収が行われた国立学園都市（金子，
2000）や， 1936年に相場一坪8円程度のところー
坪18円で買収が行われた中島飛行機鋳鍛工場
（田無市立中央図書館， 1981）に比べかなり安く，
さほど緊急性のある用地買収ではなかったこと
がうかがえる
4）ここでいう住宅組合は，戦前の住宅組合法によ
る住宅の建設や整備を目的としたものではなく，
民法の規定による任意組合である．柳沢住宅組合
の場合，設立の目的は住宅の払い下げの際の交渉
であり，それ以外の機能は持たず＼また所期の目
的が達成される，あるいは達成が不可能となれば
解散となる．当時，似たような不安定な居住状態
を抱える住宅地（主に借家）では借家人組合や住
宅組合の設立が多くみられたようで，連合会を組
織して共闘や情報交換などを行っていたという．
5）石川島播磨重工田無工場は， 1956（昭和31）年
に， 旧中島飛行機の関連企業であった豊和重工の
工場跡地を買収して開設され，主にジェットエン
ジンの製作を行なった．同工場は現在も操業中で
あるが，近い将来撤退することが決定している
6）特記以外の事実関係の記述は，居住者・商店主
および周辺の元地主（一世帯）への聞き取り調査
による．現地調査は2000年9～10月及び2001
年 12～2002年1月に行なった
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当時の建物．造作は良い（柳沢住宅， 2000年8月）
住宅内の案内板．睦会が管理する．濃い緑色の部分
は緑地帯．（柳沢住宅， 2000年8月）
西武新宿線の踏切から柳沢方向を望む．中央を石神
井川が右から左へ流れる右上に松の湯の煙突がみえ
ているが，第一文化荘などはまだ建っていない．
（柳沢住宅北方， 1950年頃．新井敏夫所蔵）
付録
右側が住宅内に設けられた緑地帯．現在は市が土地
を所有． （柳沢住宅， 2000年8月）
柳沢住宅内部の商店．奥に進むと文化通りと直交す
る （柳沢住宅， 2002年1月）
左の写真の場所の現況．撮影地点、からは多少東にず
れるが，画面の範囲はほぼ同じ中央右側の煙突が松
の湯．（柳沢住宅， 2002年 1月）
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文化通り商店街の現況文化マ ー ケット前から東方
を望む ． 中央左側，自動販売機のあるところが松の湯 ．
（柳沢文化通り商店街， 2000 年 8 月）
柳沢エ ー ス通りの現況 ． パン屋の前付近から南側を
望む ． （柳沢住宅 ， 2002 年 1 月）
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